
原 技 発 第 4 4号 

令和３年10月22日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

東京都中央区銀座六丁目15番１号 

電源開発株式会社 

取締役社長  渡部 肇史 

 

大間原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書 

（発電用原子炉施設の変更） 

本文及び添付書類の一部補正について 

 

平成26年12月16日付け，原技発第１号をもって申請しました大間原子力発

電所発電用原子炉設置変更許可申請書の本文及び添付書類を下記のとおり一

部補正いたします。 

 

記 

 

 

大間原子力発電所発電用原子炉設置変更許可申請書の本文及び添付書類を
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第４図 基準津波の策定位

置 

 

第５図 基準津波の時刻歴

波形 

 

第６図 中性子束高（熱流

束相当）の解析上のスクラ

ム設定 

 

第７図 サイクル早期炉心

用スクラム反応度曲線 

 

第８図 サイクル末期炉心

用スクラム反応度曲線 

 

第９図 炉心流量急減の解

析上のスクラムの設定値 

 

別紙１の図を追加する。 

 

別紙２の図を追加する。 

 

別紙３の図を追加する。 

 

第７図 基準津波の策定位

置 

 

第８図 基準津波の時刻歴

波形 

 

第９図 中性子束高（熱流

束相当）の解析上のスクラ

ム設定 

 

第10図 サイクル早期炉心

用スクラム反応度曲線 

 

第11図 サイクル末期炉心

用スクラム反応度曲線 

 

第12図 炉心流量急減の解

析上のスクラムの設定値 
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第４図 基準地震動の応答スペクトル（水平方向） 

（標準応答スペクトルを考慮した地震動） 
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第５図 基準地震動の応答スペクトル（鉛直方向） 

（標準応答スペクトルを考慮した地震動） 
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第６図 基準地震動の加速度時刻歴波形

（標準応答スペクトルを考慮した地震動）
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果の評価・とりまとめ 

 

（記載追加） 

 

 

 

 

 

 

 

第3.6－4表 地質調査，試

験名，実施年度及び実施会
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3.6.3 原子炉建屋等の周辺

斜面の安定性 

 

3.6.4 地質調査に関する実

証性 

 

3.6.4.1 各種地質調査・試

験工事の実施会社の選定 
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3.6.2 基準地震動Ｓｓ－Ｎに対する原子炉建屋等の基礎地盤の安定性 

3.6.2.1 評価方針 

原子炉建屋基礎地盤については，原子炉建屋及び燃料補助建屋を対象と

して，基準地震動Ｓｓ－Ｎによる地震力に対して十分な安定性を持つこと

の評価を行う。 

原子炉建屋基礎地盤の地震時の安定性については，有限要素法による地

震応答解析に基づき基礎地盤の支持力，想定すべり線におけるすべり安全

率及び基礎底面の傾斜により評価する。 

重大事故等対処施設の基礎地盤については，「3.6.1.3 評価結果」によ

れば，運営補助建屋基礎地盤は緊急時対策棟基礎地盤に比べて同等又は上

回る安定性を有していることから，緊急時対策棟を対象として，基礎底面

地盤が基準地震動Ｓｓ－Ｎによる地震力に対して十分な安定性を持つこと

の評価を行う。 

重大事故等対処施設の基礎地盤の地震時の安定性については，ＳＲモデ

ルによる地震応答解析に基づき基礎底面地盤の支持力，すべり安全率及び

基礎底面の傾斜により評価する。 

 

3.6.2.2 評価方法 

原子炉建屋基礎地盤の安定性評価方法については，入力地震動を除く解

析条件，解析手法及び評価内容が「3.6.1.2 評価方法」と同一である。 

入力地震動は，解放基盤表面で定義される基準地震動を，１次元波動論

によって解析モデルの入力位置で評価したものを用いた。入力地震動の考

え方を第3.6－4図に，基準地震動Ｓｓ－Ｎの時刻歴波形及び加速度応答ス

ペクトルを第3.6－8図に示す。 

 



 

 ６－３－３

3.6.2.3 評価結果 

(1) 支持力に対する安全性 

原子炉建屋の基礎底面地盤の地震時における支持力は，クリープによ

る強度低下を考慮する必要はなく，支持力試験の極限支持力は13.1Ｎ

/mm2以上と評価できる。原子炉建屋基礎地盤の有限要素法による地震応

答解析に基づく検討の結果，原子炉建屋の地震時の最大接地圧は約1.4

Ｎ/mm2であることから，基礎地盤は十分な地震時の支持力を有してい

る。 

燃料補助建屋の基礎底面地盤の支持力については，基礎底面に分布す

る凝灰角礫岩の支持力が岩石試験結果からみて淡灰色火山礫凝灰岩とほ

ぼ同程度と考えられ，燃料補助建屋の地震時の最大接地圧は約0.5Ｎ

/mm2であり，原子炉建屋に比べて小さく，基礎地盤は十分な支持力を有

している。 

緊急時対策棟は，原子炉建屋と同じ岩盤に設置され，ＳＲモデルによ

る地震応答解析に基づく検討の結果，接地圧が原子炉建屋に比べて小さ

いことから，基礎地盤は十分な支持力を有している。 

以上のことから，原子炉建屋等の基礎地盤は，基準地震動Ｓｓ－Ｎに

よる支持力に対して十分な安全性を有している。 

(2) すべりに対する安全性 

原子炉建屋基礎地盤の有限要素法による地震応答解析に基づく検討の

結果，最小すべり安全率は2.5であり，評価基準値1.5を上回っている。

すべり安全率を第3.6－4表に示す。 

緊急時対策棟基礎地盤については，ＳＲモデルによる地震応答解析に

基づく検討の結果，基礎底面地盤の最小すべり安全率は2.3であり，評

価基準値1.5を上回っている。 



 

 ６－３－４

以上のことから，原子炉建屋等の基礎地盤は，基準地震動Ｓｓ－Ｎに

よるすべりに対して十分な安全性を有している。 

(3) 基礎底面の傾斜に対する安全性 

原子炉建屋基礎地盤の有限要素法による地震応答解析に基づく検討の

結果，原子炉建屋基礎底面の傾斜は約1/10,000以下，燃料補助建屋基礎

底面の傾斜は約1/18,000以下であり，いずれも評価の目安である

1/2,000を下回っていることから，対象施設の安全機能に支障を与える

ものではない。基礎底面両端の相対変位・傾斜を第3.6－5表に示す。 

緊急時対策棟基礎地盤については，ＳＲモデルによる地震応答解析に

基づく検討の結果，基礎底面の傾斜は約1/5,100以下であり，評価の目

安である1/2,000を下回っている。 

以上のことから，原子炉建屋等の基礎底面地盤は，基準地震動Ｓｓ－

Ｎによる傾斜に対して十分な安全性を有している。 
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第 3.6－4 表(1) すべり安全率（Ｘ－Ｘ'断面，Ｓｓ－Ｎ）

 

すべり線 

番号 
     すべり線形状 

  

 

 

すべり安全率 

 

１ 

 

4.5 

２ 

 

4.9 

３ 

 

3.3 

   

 

 

すべり線 

番号 
     すべり線形状 

  

 

 

すべり安全率 

 

４ 

 

2.5 

５ 

 

2.5 

６ 

 

3.7 

 

原子炉建屋 タービン建屋

原子炉建屋 タービン建屋

原子炉建屋 タービン建屋

S-10

原子炉建屋 タービン建屋

S-10

原子炉建屋 タービン建屋

S-10

原子炉建屋 タービン建屋

S-8

凡例 
すべり線 
断層・シーム 
地層境界 
 
すべり安全率の最小値 

原子炉建屋 タービン建屋
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第 3.6－4 表(2) すべり安全率（Ｙ－Ｙ'断面，Ｓｓ－Ｎ）

 

すべり線

番号 
     すべり線形状 

  

 

 

すべり安全率 
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6.4 
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6.0 
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4.1 

 

 

すべり線

番号 
     すべり線形状 

  

 

 

すべり安全率 

 

５ 

 

2.8 

６ 

 

2.8 

７ 

 

4.6 

 

原子炉建屋
燃料補助

建屋

原子炉建屋
燃料補助

建屋

原子炉建屋
燃料補助

建屋

原子炉建屋
燃料補助

建屋

S-10

原子炉建屋
燃料
補助
建屋

S-10

原子炉建屋
燃料
補助
建屋

S-10

原子炉建屋
燃料
補助
建屋

S-8

凡例 
すべり線 
シーム 
地層境界 
 
すべり安全率の最小値 

原子炉建屋
燃料補助建屋
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第 3.6－5 表(1) 建屋基礎底面両端の鉛直方向の相対変位・傾斜 

（Ｘ－Ｘ'断面，Ｓｓ－Ｎ） 

施設名 

最大相対変位量 
（鉛直方向） 最大傾斜 

BYAY δδ  （cm） 
L

δδ BYAY   

原子炉建屋 0.57 1/10,000 

 

 

 
 

δAY，δBYは上向きを正とする。 

L

A B

δAY δBY

常時

地震時

T/BR/B

A B

L=60m

原子炉建屋 タービン建屋 
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６－３－８  

第 3.6－5 表(2) 建屋基礎底面両端の鉛直方向の相対変位・傾斜 

（Ｙ－Ｙ'断面，Ｓｓ－Ｎ） 

施設名 

最大相対変位量 
（鉛直方向） 最大傾斜 

BYAY δδ  （cm） 
L

δδ BYAY   

原子炉建屋 0.30 1/19,000 

燃料補助建屋 0.24 1/18,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

δAY，δBYは上向きを正とする。 

L

A B

δAY δBY

常時

地震時

R/B FA/B

A B

L=57m

R/B FA/B

A B

L=43.5m

燃料補助 
建屋 原子炉建屋 

燃料補助 
建屋 原子炉建屋 
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第 3.6－8 図 基準地震動の時刻歴波形及び加速度応答スペクトル（Ｓｓ－Ｎ） 

加
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル 

加
速
度 

(cm/s2) 

（h=0.05) 

加
速
度
応
答
ス
ペ
ク
ト
ル 

（h=0.05) 

(cm/s2) 

周期 (ｓ) 

(cm/s2) 

▲597 



 ６－５－１

 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

６－５－35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－５－35 

～  

６－５－36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－５－37 

 

 

 

 

 

 

 

上10と 

上11の間 
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（記載追加） 
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震動の設計用応答スペクト
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－Ｎの応答スペクトルを第

5.5－48図に，加速度時刻

歴波形を第5.5－49図に示
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また，基準地震動Ｓｓ
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第5.5－40図(1) 震源を特

定せず策定する地震動の応

答スペクトル及び敷地にお

ける領域震源による地震動

の一様ハザードスペクトル

（水平動） 

 

第5.5－40図(2) 震源を特

定せず策定する地震動の応

答スペクトル及び敷地にお

ける領域震源による地震動

の一様ハザードスペクトル

（鉛直動） 

 

第5.5－41図(1) 基準地震

動の設計用応答スペクトル

（水平動） 

 

第5.5－41図(2) 基準地震

動の設計用応答スペクトル

（鉛直動） 
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経時的変化 
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設計用模擬地震波 

 

第5.5－44図 基準地震動の

設計用応答スペクトルに対

する設計用模擬地震波の応

答スペクトル比 
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第5.5－44図(1) 震源を特

定せず策定する地震動の応

答スペクトル及び敷地にお

ける領域震源による地震動

の一様ハザードスペクトル

（水平動） 

 

第5.5－44図(2) 震源を特

定せず策定する地震動の応

答スペクトル及び敷地にお

ける領域震源による地震動

の一様ハザードスペクトル

（鉛直動） 

 

第5.5－45図(1) 基準地震

動の設計用応答スペクトル

（水平動） 

 

第5.5－45図(2) 基準地震

動の設計用応答スペクトル

（鉛直動） 
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第5.5－46図 基準地震動の

設計用模擬地震波 

 

第5.5－47図 基準地震動の

設計用応答スペクトルに対

する設計用模擬地震波の応

答スペクトル比 
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第5.5－45図(1) 基準地震

動の設計用応答スペクトル

及び敷地における地震動の

一様ハザードスペクトル

（水平動） 

 

第5.5－45図(2) 基準地震

動の設計用応答スペクトル

及び敷地における地震動の

一様ハザードスペクトル

（鉛直動） 
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第5.5－50図(1) 基準地震

動の設計用応答スペクトル

及び敷地における地震動の

一様ハザードスペクトル

（水平動） 

 

第5.5－50図(2) 基準地震

動の設計用応答スペクトル

及び敷地における地震動の

一様ハザードスペクトル

（鉛直動） 

 

別紙16の図を追加する。 

 

別紙17の図を追加する。 

 

 

 



別紙１ 

 ６－５－６

(4) 標準応答スペクトルによる評価 

上記（3）に加えて，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則の解釈」の別記２に示される，震源

近傍の多数の地震動記録に基づいて策定された地震基盤相当面（せん

断波速度Ｖｓ＝2200ｍ/ｓ以上の地層をいう。）における標準的な応答

スペクトル（以下「標準応答スペクトル」という。）を考慮する。 

「標準応答スペクトル」の考慮にあたっては，地震基盤相当面にお

いて，第5.5－18表に示す「標準応答スペクトル」に適合する模擬地震

波を作成し，第5.5－19表に示す深部地下構造モデルに基づき解放基盤

表面における地震動（以下「標準応答スペクトルを考慮した地震動」

という。）を設定する。敷地において地震基盤相当面は第5.5－19表の

Ｖｓ＝2200ｍ/ｓの層上面として，その位置における模擬地震波は，複

数の方法について検討を行った上で，一様乱数の位相を持つ正弦波の

重ね合わせにより作成する。 

模擬地震波の継続時間と振幅包絡線は第5.5－38図の形状(28)とし，振

幅包絡線の経時的変化を第5.5－20表に示す。 

地震基盤相当面における模擬地震波の作成結果を第5.5－21表に，加

速度時刻歴波形を第5.5－39図に示す。また，「標準応答スペクトル」

に対するこれらの模擬地震波の応答スペクトルの比を第5.5－40図に示

す。 

「標準応答スペクトルを考慮した地震動」の応答スペクトルを第5.5

－41図に示す。 
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  基盤の地震動を 

▼ 評価する位置※ 

層厚 

(ｍ) 

密度ρ 

(ｔ/ｍ3) 

Ｓ波速度 

Ｖｓ(ｍ/s) 

Ｐ波速度 

Ｖｐ(ｍ/s) 

Ｑ値 

Ｑｓ Ｑｐ 

 100 1.6 860 2070 50 60 

▼ 地震基盤相当面 
490 2.3 1700 3500 80 60 

 950 2.5 2200 4400 

290 150 

 440 2.7 2700 5200 

 - 2.7 3200 5400 550 210 

第 5.5－19 表 標準応答スペクトルによる評価において考慮した 

深部地下構造モデル 

※：基盤の地震動を評価する位置において評価した地震動を，解放基盤表面 

における地震動として適用する。 
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第 5.5－38 図 振幅包絡線の経時的変化 
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第5.5－39図　標準応答スペクトルに基づく地震基盤相当面

                    における模擬地震波の加速度時刻歴波形
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第 5.5－40 図 標準応答スペクトルに対する模擬地震波の 

応答スペクトル比 

周 期（ｓ） 

応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
比 

周 期（ｓ） 

応
答
ス
ペ
ク
ト
ル
比 

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1

1.1
1.2
1.3
1.4
1.5

0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9
1

1.1
1.2
1.3
1.4
1.5



別紙 11 

  ６－５－16 

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.05

0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

周  期（s）

速
 

度
 

(cm/s)

SimEarthquake_1284-59.ACC_vs2200_out.tf.txt

(h=0.05)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.5－41 図(1) 標準応答スペクトルを考慮した地震動の 

応答スペクトル（水平動） 
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第 5.5－41 図(2) 標準応答スペクトルを考慮した地震動の 

応答スペクトル（鉛直動） 
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第 5.5－48 図(1) 基準地震動Ｓｓ－Ｎの応答スペクトル（水平動） 
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第 5.5－48 図(2) 基準地震動Ｓｓ－Ｎの応答スペクトル（鉛直動） 
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第5.5－49図　基準地震動Ｓｓ－Ｎの加速度時刻歴波形
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第 5.5－51 図(1) 基準地震動Ｓｓ－Ｎの応答スペクトル及び 

敷地における領域震源による地震動の一様ハザード 

スペクトル（水平動) 
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第 5.5－51 図(2) 基準地震動Ｓｓ－Ｎの応答スペクトル及び 

敷地における領域震源による地震動の一様ハザード 

スペクトル（鉛直動) 
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